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⽉次レポート
2024年12⽉末

2019年09⽉10⽇ 0
2020年09⽉10⽇ 0
2021年09⽉10⽇ 0
2022年09⽉12⽇ 0
2023年09⽉11⽇ 0
2024年09⽉10⽇ 0
設定来累計 1,460

基準⽇ 2024年12⽉30⽇

基準価額 18,678 円

純資産総額 9.39 億 円

設定⽇ 2004年09⽉01⽇

決算⽇ 年1回決算、原則毎年9⽉ 10⽇
です。休業⽇の場合は翌営業⽇
とします。

信託期間 無期限

ファンド概況

騰落率

 1ヵ⽉ 3ヵ⽉ 6ヵ⽉ 1年 3年 設定来
ファンド 0.84% 0.93% -1.65% 8.68% 18.16% 112.36%
ベンチマーク 1.73% 1.99% 3.02% 8.17% 11.79% 129.93%

基準価額等の推移

（円） （億円）
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 純資産総額(右軸)  基準価額(左軸)  基準価額(税引前分配⾦再投資)(左軸)
 Russell/Nomura Small Cap Growth インデックス（配当込み）(左軸)

分配⾦実績
決算⽇                    分配⾦（円）

・現⾦等には未払諸費⽤等を含みます。 
・計理処理上、直近の追加設定が純資産総額に反映されないこと等の 
 理由により、現⾦等の数値がマイナスになる場合があります。

・1万⼝当たり、税引前です。 
・直近6期分の分配⾦実績です。 
・運⽤状況によっては、分配⾦額が変わる場合、または分配⾦が⽀払わ 
 れない場合があります。 
・分配⾦は過去の実績であり、将来の運⽤成果等を⽰唆または保証する 
 ものではありません。

・騰落率は、税引前分配⾦を分配時に再投資したものとして計算しています。ファンドの騰落率であり、実際の投資家利回りとは異なります。

・基準価額は信託報酬控除後です。信託報酬については、後記の「ファンドの費⽤」をご覧ください。 
・基準価額（税引前分配⾦再投資）は、税引前分配⾦を分配時に再投資したものとして計算しています。 
・Russell/Nomura Small Cap Growth インデックス（配当込み）はベンチマークです。指数については、 
 後記の「当資料で使⽤している指数について」をあわせてご覧ください。 
・ベンチマークは設定⽇を10,000として指数化しています。

資産構成⽐（実質組⼊⽐率）

株式現物 95.27%
株式先物 -
現⾦等 4.73%
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⽉次レポート
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「アムンディ・⽇本⼩型株マザーファンド」の組⼊状況（純資産総額⽐）

市場別構成⽐

74.50 %

13.06 %

8.19 %

東証プライム

東証グロース

東証スタンダード

0 % 20 % 40 % 60 % 80 %

組⼊上位５業種

19.72 %

10.11 %

9.50 %

9.47 %

7.94 %

情報・通信業

サービス業

化学

電気機器

卸売業

0 % 5 % 10 % 15 % 20 % 25 %

組⼊銘柄数

82

組⼊上位10銘柄

 銘柄名 業種 ⽐率 銘柄概要

1 円⾕フィールズホールディングス 卸売業 2.77% エンタメ事業を展開。傘下にウルトラマンで知られる円⾕プロ。豊富な知的財産
を活⽤したコンテンツ事業の拡⼤を⾒込んでいます。

2 ダイワボウホールディングス 卸売業 2.25% ITインフラ流通事業が主⼒。教育のICT化、働き⽅改⾰、5G等PCおよびネットワ
ーク機器に対する需要は旺盛で、業績拡⼤が⾒込まれます。

3 ＧＭＯインターネットグループ 情報・通信業 2.24% ネット総合サービス会社。データセンター、ドメイン事業等の安定成⻑を評価。
ネット産業を根底で⽀える企業として注⽬しています。

4 シンプレクス・ホールディングス 情報・通信業 2.00% コンサルサービス、システム開発会社。⾦融業界向けでトップレベルの技術⼒。
DXコンサルなど事業領域拡⼤に期待が持てます。

5 ノリタケ ガラス・⼟⽯製品 1.95% EV⾞に必要なリチウムイオン電池極材⽤連続焼成炉の受注が好調で、情報開⽰も
積極姿勢に転換。割安な株価⽔準の⾒直しに期待しています。

6 ＳＲＥホールディングス 不動産業 1.82% ソニーが開発するAIエンジンを活⽤したサービスを不動産業界に展開。⾮効率残
る業界需要を取り込んだ成⻑に期待が持てます。

7 ＢＩＰＲＯＧＹ 情報・通信業 1.79% システム構築⼤⼿。企業のDXを⽀援しSDGsに貢献できる会社として期待。事業
構造改⾰を実⾏する経営⼒も評価しています。

8 アニコム ホールディングス 保険業 1.61% ペット保険最⼤⼿。少⼦⾼齢化でペットの家族化が進展。ペット保険の付帯率
（健康診断付きなど）上昇にともなう成⻑に期待しています。

9 ⽇本発條 ⾦属製品 1.61% バネ製造⼤⼿。⾃動⾞関連事業の構造改⾰に注⼒。AI投資拡⼤にともなうデータ
センター需要増⼤による業績拡⼤を⾒込んでいます。

10 キヤノンマーケティングジャパン 卸売業 1.60% キヤノン製品販社。キヤノン製品事業の効率化に加え、成⻑性、収益性の⾼いIT
ソリューション事業へのリソースシフトを評価しています。

・業種は、東証33業種分類です。

 
上記数値は過去の実績であり、将来の運⽤成果等を⽰唆または保証するものではありません。 
当資料に記載されている「投資リスク」、「ファンドの費⽤」、「当資料のお取扱いについてのご注意」等を必ずご覧ください。
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りそな・⼩型株ファンド 
追加型投信／国内／株式

⽉次レポート
2024年12⽉末

運⽤コメント

市場動向

【⽇本株式市場】 
12⽉の国内株式市場は上昇しました。当⽉は⽶国ハイテク株の上昇や⽶国の利下げペースの鈍化⾒通しを受けた⽶ドル⾼・円安を好感しまし
た。⽇本株は⽉初から上昇しました。しかし中旬以降は、FOMC（⽶連邦公開市場委員会）において利下げが実施されたものの2025年の利下げ
回数が削減されるとの⾒通しが⽰されたことから⽶国株が下落に転じ、⽇本株もつられて軟調な展開となりました。その後、⽇⽶の⾦融政策への
思惑から⽶ドルが対円で⼀段⾼となったことを好感し⽇本株は反発し、そのまま⾼値圏で⽉末を迎えました。 
 
【⼩型株市場】 
クリスマス休暇や年末を控えて薄商いが続くなか、急速な円安進⾏を受けて業績拡⼤期待から⼤型・⼩型を問わず輸出関連株を中⼼に株式市場は
上昇しました。特にホンダによる⼤規模な⾃社株買いや⽇産⾃動⾞との経営統合協議⼊り、トヨタ⾃動⾞によるROE（⾃⼰資本利益率）⽬標
20％への引き上げなど投資家の注⽬を集める発表が相次いだ⾃動⾞関連株の上昇が⽬⽴ちました。⼀⽅で、内需関連株は相対的に弱く、その影
響で⼩型株、特に東証グロース市場は軟調な動きとなりました。 
 
 
運⽤状況

当ファンドの基準価額はベンチマークをアンダーパフォームしました。薄商いが続くなか、キオクシアホールディングス等の⼤型IPO（新規株式
公開）に向けた換⾦売りの影響がファンドリターンの重しとなりました。投資⾏動としましては、⻄側諸国によるロシア産チタンの排除が進むな
か、シェア拡⼤による業績成⻑が期待される⾦属チタン世界⼤⼿の⼤阪チタニウムテクノロジーズ等を新規で組⼊れました。 
 
 
今後の運⽤⽅針

社会構造の変化にともなう需要拡⼤を取り込んで持続的成⻑が⾒込まれる企業に、多様な投資アイデアをもとに投資します。⾜元では社会の構造
変化の⼀つとして「安⼼安全な暮らし」の持続性に対する危機感の⾼まりに注⽬しています。⽇本を訪れる外国⼈観光客からは⾃国と⽐べた⽇本
の治安の良さを称賛する声が多数寄せられていますが、実際⽇本で⽣活する私たちにとって治安の悪化を憂慮すべき事態が最近増えています。ま
た、異常気象の常態化、南海トラフ地震の発⽣予測など⾃然災害に対する危機感はかつてないほど⾼まっており、デジタル社会が発展するなかで
個⼈情報が流出するケースも多発しています。このように安⼼安全な暮らしを脅かすリスクが⾼まるなか、⽣命、財産、情報等を守りたいという
⼈々のニーズは⽇を追うごとに⼤きくなっているとみています。当ファンドではこれらを守るための⼿段や⽅法を提供し、事業機会を拡⼤する企
業の発掘に努めてまいります。

出所︓りそなアセットマネジメント株式会社

 
当資料に記載されている「投資リスク」、「ファンドの費⽤」、「当資料のお取扱いについてのご注意」等を必ずご覧ください。 
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⽉次レポート
2024年12⽉末

ファンドの⽬的

ファンドは、中⻑期的な信託財産の成⻑を図ることを⽬標として運⽤を⾏います。

ファンドの特⾊

1. 「アムンディ・⽇本⼩型株マザーファンド」（以下「マザーファンド」といいます。）への投資を通して、実質的に国内の⼩型株に分散 
投資を⾏うことにより、積極的に収益の獲得を⽬指します。 
※マザーファンドの銘柄選択に関して、りそなアセットマネジメント株式会社より投資助⾔を受けます。                                         
                                                                                                                    

2. ⼩型株市場の中から、徹底したファンダメンタル・リサーチ（企業分析）により成⻑企業を発掘し、バリュエーション分析（割⾼・割安 
分析）で銘柄の割安度を総合判断して投資することで、中⻑期的なキャピタルゲイン（値上がり益）の獲得を⽬指します。 
 

3. Russell/Nomura Small Cap Growth インデックス（配当込み）※をベンチマーク（運⽤⽬標）とし、中⻑期において、ベンチマー
クを上回ることを⽬標とします。株式への実質投資割合は、原則として⾼位とします。 
※指数については、後記の「当資料で使⽤している指数について」をあわせてご覧ください。                                                       
                                                                                                                    

4. ポートフォリオの構築にあたっては、分散投資を基本としリスク分散を図ります。

◆資⾦動向および市況動向等によっては、上記のような運⽤ができない場合があります。◆

分配⾦に関する留意事項

●分配⾦は、預貯⾦の利息とは異なり、投資信託の純資産から⽀払われますので、分配⾦が⽀払われると、その⾦額相当分、基準価額は 
 下がります。 
●分配⾦は、計算期間中に発⽣した収益（経費控除後の配当等収益および評価益を含む売買益）を超えて⽀払われる場合があります。その場合、 
 当期決算⽇の基準価額は前期決算⽇と⽐べて下落することになります。また、分配⾦の⽔準は、必ずしも計算期間におけるファンドの収益率 
 を⽰すものではありません。 
●投資者のファンドの購⼊価額によっては、分配⾦の⼀部または全部が、実質的には元本の⼀部払戻しに相当する場合があります。ファンド 
 購⼊後の運⽤状況により、分配⾦額より基準価額の値上がりが⼩さかった場合も同様です。

投資リスク

ファンドは、マザーファンドへの投資を通じて、主として国内株式など値動きのある有価証券に実質的に投資しますので、基準価額は変動しま
す。したがって、投資元本が保証されているものではありません。ファンドの基準価額の下落により、損失を被り投資元本を割り込むことがあり
ます。ファンドの運⽤による損益はすべて投資者に帰属します。なお、投資信託は預貯⾦とは異なります。 
 
基準価額の変動要因としては、価格変動リスク、信⽤リスク、流動性リスク等があります。なお、基準価額の変動要因（投資リスク）はこれらに
限定されるものではありません。また、その他の留意点として、ファンドの繰上償還、流動性リスクに関する留意事項等があります。詳しくは、
投資信託説明書（交付⽬論⾒書）の「投資リスク」をご覧ください。 
 
 

＜お申込みの際には、必ず投資信託説明書（交付⽬論⾒書）をご覧ください。＞

 
当資料に記載されている「投資リスク」、「ファンドの費⽤」、「当資料のお取扱いについてのご注意」等を必ずご覧ください。 
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⽉次レポート
2024年12⽉末

お申込みメモ

購⼊単位 販売会社が定める単位とします。詳しくは販売会社にお問合せください。
購⼊価額 購⼊申込受付⽇の基準価額とします。
購⼊代⾦ 販売会社が定める期⽇までにお⽀払いください。
換⾦単位 販売会社が定める単位とします。詳しくは販売会社にお問合せください。
換⾦価額 換⾦申込受付⽇の基準価額とします。
換⾦代⾦ 換⾦申込受付⽇から起算して、原則として5営業⽇⽬から販売会社においてお⽀払いします。
申込締切時間 詳しくは販売会社にお問合わせください。

換⾦制限 委託会社は、換⾦申込が1件当たり5億円を超える場合、信託財産の効率的な運⽤が妨げられると委託会社が合理的に判
断する場合等、⼀定の場合に換⾦の制限がかかる場合があります。

購⼊・換⾦申込受付の中⽌
および取消し

委託会社は、⾦融商品市場における取引の停⽌、外国為替取引の停⽌、その他やむを得ない事情があるときは、購⼊・
換⾦の申込受付を中⽌すること、および既に受付けた購⼊・換⾦の申込受付を取消すことができます。

信託期間 無期限とします。（設定⽇︓2004年09⽉01⽇）
決算⽇ 年1回決算、原則毎年9⽉10⽇です。休業⽇の場合は翌営業⽇とします。

収益分配 原則として毎決算時に収益分配⽅針に基づいて分配を⾏います。 
販売会社によっては分配⾦の再投資が可能です。

課税関係

課税上は、株式投資信託として取扱われます。 
公募株式投資信託は税法上、⼀定の要件を満たした場合にNISA（少額投資⾮課税制度）の適⽤対象となります。 
ファンドは、NISAの対象ではありません。 
配当控除が適⽤される場合があります。益⾦不算⼊制度は適⽤されません。

ファンドの費⽤

投資者が直接的に負担する費⽤

購⼊時⼿数料 購⼊申込受付⽇の基準価額に、販売会社が独⾃に定める料率を乗じて得た⾦額とします。有価証券届出書作成⽇現在の
料率上限は3.3％（税抜3.0％）です。詳しくは販売会社にお問合せください。

信託財産留保額 ありません。

投資者が信託財産で間接的に負担する費⽤

運⽤管理費⽤  
（信託報酬）

信託報酬の総額は、信託財産の純資産総額に対し年率1.87％（税抜1.700％）を乗じて得た⾦額とし、ファンドの計算
期間を通じて毎⽇、費⽤計上されます。 
毎計算期間の最初の6ヵ⽉終了⽇および毎計算期末または信託終了のとき信託財産中から⽀弁するものとします。

その他の費⽤・⼿数料

その他の費⽤・⼿数料として下記の費⽤等が投資者の負担となり、ファンドから⽀払われます。 
・有価証券売買時の売買委託⼿数料および組⼊資産の保管費⽤などの諸費⽤ 
・信託事務の処理等に要する諸費⽤（監査費⽤、⽬論⾒書・運⽤報告書等の印刷費⽤、有価証券届出書関連費⽤等を含
 みます。） 
・信託財産に関する租税 等 
※その他の費⽤・⼿数料の合計額は、運⽤状況等により変動するものであり、事前に料率、上限額等を表⽰すること 
 はできません。

◆ファンドの費⽤の合計額については、保有期間等に応じて異なりますので、表⽰することはできません。 
◆ファンドの費⽤については、有価証券届出書作成⽇現在の情報であり、今後変更される場合があります。

 
当資料に記載されている「投資リスク」、「ファンドの費⽤」、「当資料のお取扱いについてのご注意」等を必ずご覧ください。 
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⽉次レポート
2024年12⽉末

委託会社、その他の関係法⼈の概要

委託会社

アムンディ・ジャパン株式会社 
⾦融商品取引業者 関東財務局⻑（⾦商）第350号 
加⼊協会︓⼀般社団法⼈投資信託協会、⼀般社団法⼈⽇本投資顧問業協会、⽇本証券業協会、 
     ⼀般社団法⼈第⼆種⾦融商品取引業協会

受託会社 株式会社りそな銀⾏
販売会社 販売会社⼀覧をご参照ください。

ファンドに関する照会先

アムンディ・ジャパン株式会社 
お客様サポートライン︓050-4561-2500 
受付は委託会社の営業⽇の午前9時から午後5時まで 
ホームページアドレス︓https://www.amundi.co.jp/

当資料で使⽤している指数について
Russell/Nomura Small Cap Growth インデックス（配当込み） 
Russell/Nomura Small Cap Growth インデックス（配当込み）の知的財産権およびその他⼀切の権利は野村フィデューシャリー・リサーチ＆コン
サルティング株式会社（以下「NFRC」という。）およびFrank Russell Company （以下、「Russell」という。）に帰属します。なお、NFRCおよ
びRussellは、当該インデックスの正確性、完全性、信頼性、有⽤性、市場性、商品性および適合性を保証するものではなく、ファンドの運⽤成果等
に関して⼀切責任を負うものではありません｡

当資料のお取扱いについてのご注意
・当資料は、アムンディ・ジャパン株式会社が作成した資料であり、⾦融商品取引法に基づく開⽰資料ではありません。 
・購⼊のお申込みにあたっては、販売会社よりお渡しする投資信託説明書（交付⽬論⾒書）の内容を必ずご確認のうえ、ご⾃⾝でご判断ください。 
・投資信託は、値動きのある有価証券（外貨建資産には為替変動リスクがあります）に投資しますので、基準価額は変動します。したがって、投資 
 元本が保証されているものではありません。投資信託の基準価額の下落により、損失を被り投資元本を割り込むことがあります。投資信託の運⽤ 
 による損益はすべて投資者の皆さまに帰属します。 
・投資信託は、預⾦や保険契約とは異なり、預⾦保険機構および保険契約者保護機構の保護の対象ではありません。また、登録⾦融機関でご購⼊い 
 ただいた投資信託は、投資者保護基⾦の⽀払いの対象とはなりません。 
・当資料は、信頼できると考えられる情報に基づいて作成しておりますが、その正確性、完全性を保証するものではありません。 
・当資料に記載されている運⽤実績等に関するグラフ・数値等はあくまでも過去の実績であり、将来の運⽤成果を⽰唆あるいは保証するものではあ 
 りません。また、税⾦、⼿数料等を考慮しておりませんので、投資者の皆さまの実質的な投資成果を⽰すものではありません。 
・当資料に記載されている内容は作成時点のものであり、今後予告なく変更されることがあります。 
・投資信託のお取引に関しては、クーリング・オフの適⽤はありません。 
・当資料にインデックス・統計資料等が記載される場合、それらの知的所有権その他の⼀切の権利は、その発⾏者および許諾者に帰属します。 
・組⼊上位銘柄として記載されている個別銘柄については、当資料作成時点における保有銘柄情報であり、将来の組⼊れを保証または⽰唆するもの 
 ではありません。また該当銘柄の売買を推奨・勧誘するものではありません。

 
当資料に記載されている「投資リスク」、「ファンドの費⽤」、「当資料のお取扱いについてのご注意」等を必ずご覧ください。 
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販売会社⼀覧（業態別・五⼗⾳順）

⾦融商品取引業者等 登録番号 ⽇本証券業協会
⼀般社団法⼈ 
投資信託協会

⼀般社団法⼈ 
⽇本投資 

顧問業協会

⼀般社団法⼈ 
⾦融先物 

取引業協会

⼀般社団法⼈ 
第⼆種⾦融商品 

取引業協会
株式会社埼⽟りそな銀⾏ 関東財務局⻑(登⾦)第593号 〇 - - 〇 -
株式会社りそな銀⾏ 近畿財務局⻑(登⾦)第3号 〇 - 〇 〇 -
株式会社SBI証券 関東財務局⻑(⾦商)第44号 〇 - - 〇 〇

・登録番号に「⾦商」が含まれているものは⾦融商品取引業者、「登⾦」が含まれているものは登録⾦融機関です。 
・上記販売会社情報は、当資料作成時点の情報に基づいて作成しております。 
・販売会社は今後変更となる場合があります。また、販売会社によっては、新規の購⼊の取扱いを停⽌している場合があります。 
 詳しくは販売会社または委託会社の照会先までお問合わせください。 
・販売会社によって、お申込みの窓⼝が限定されている場合があります。詳しくは販売会社にお問合わせください。
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